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平成12年8月4日 

各 位 

平成13年3月期 第１四半期業績状況 
 

                           上場会社名 マネックス証券株式会社 

                                 （コード番号 ８６２６） 

                           本社所在地 東京都千代田区神田錦町三丁目１３番地 

                           問合せ先  ﾁｰﾌ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｵﾌｨｻｰ兼財務部長 村上敦子 

                           ＴＥＬ   （03）5205-4800 

 

１．業績 
(1)平成13年3月期第１四半期の業績（平成12年4月1日～平成12年6月30日） 

 

 平成13年3月期第１四半期 
（当四半期） 前期（通期） 

 百万円 百万円 
営 業 収 益 
(うち受入手数料） 

  647 
(    637) 

  691 
(    664) 

営 業 損 失   201   769 

経 常 損 失   243   794 

四半期(当期)純損失   257   807 

総 資 産 5,959 5,693 

株 主 資 本 4,163 4,419 

 

(2)受入手数料の内訳 
   平成13年3月期第１四半期（当四半期） 

    （単位：百万円） 

区    分 株券 債券 受益証券 その他 計 

委 託 手 数 料 587   －   －   － 587 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 5   －   －   － 5 

募集・売出しの取扱手数料   －   － 36   － 36 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 2   － 4 1 7 

計 594   － 41 1 637 

 

   前期（通期） 

    （単位：百万円） 

区    分 株券 債券 受益証券 その他 計 

委 託 手 数 料 577   －   －   － 577 

引 受 ・ 売 出 手 数 料   －   －   －   －   － 

募集・売出しの取扱手数料   －   － 82   － 82 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 1   － 0 2 5 

計 578   － 82 2 664 

 

(注)1. 前年同期の業績については、記載を省略しております。 

  2. 当四半期の財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関す

る規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づき、朝日

監査法人の手続きを受けております。 



 

－  － 
 

 

2

２．業績の概況（平成12年4月1日～平成12年6月30日） 
 

（受入手数料） 
 [株式] 
 当四半期中の国内株式市場では、日経平均株価指数が平成12年4月12日には20,800円を超えるなど
堅調なスタートを見せたものの、米国株式相場が軟調に推移した影響もあり、5月後半には一時
16,000円を割り込む場面もありました。しかし、6月に入ってからの相場は回復の兆しを見せ始めま
した。 
 そのような環境の下、株式委託注文件数は平成12年5月の連休および軟調な株式相場の影響を受け、
一時的には伸び悩んだものの、6月に入ってからは順調に回復致しました。その結果、当四半期にお
ける株式委託手数料は587百万円を計上し、平成12年3月期（実質的な営業期間は約6ヶ月）における
株式委託手数料を上回る結果となりました。 
 一方引受業務においては、平成12年４月に元引受業務の認可を受け、5月に引受業務を開始致しま
した。当四半期の取扱銘柄は1銘柄、手数料は5百万円を計上いたしました。 
 
 [投資信託] 
 当四半期の投資信託は注文件数が伸び悩み、特に平成12年6月は、一日当りの平均注文件数は前四
半期に比べて減少致しました。その結果、投資信託からの手数料は、41百万円を計上いたしました。 
 
 以上の結果、受入手数料は637百万円を計上いたしました。 
 
（その他の役務収益） 
 当社のウェブサイトに広告スペースを提供するバナー広告4件の取扱を行ない、広告料収入8百万円
を計上いたしました。 
 
（トレーディング損益） 
 有価証券の取次ぎを補完する目的以外の自己ポジションを持たないため、計上したトレーディング
損益は軽微であります。 
 
（金融収益） 
 受取利息1百万円を計上いたしました。なお、従来金融収益として計上していた為替収益は、当四
半期よりトレーディング損益として計上しております。 
 
（販売費及び一般管理費） 
 公開会社となるための体制強化および元引受業務開始に伴う人員の増加、本社オフィス面積の拡大
並びにシステム増強によるリース料の増加等により、当四半期の販売費及び一般管理費は、848百万
円を計上しております。 
 
（その他） 
 営業外費用として公開費用42百万円を計上しております。 
 
 以上の結果、当四半期の業績は、営業収益647百万円、経常損失243百万円、四半期純損失は257百
万円を計上いたしました。 
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３．当期の見通し（平成12年4月1日～平成13年3月31日） 
 

 当社は、今後とも低コスト構造の確立、強化を目指し、顧客にとって使いやすいサービスを提供し
てまいります。 
 低コスト構造を実現するためには、徹底的なコスト管理を行ない、サービスの拡充においても費用
対効果を勘案して行う方針であります。また、今後の人員計画等でも大きな増加は予定しておりませ
ん。 
 顧客との取引につきましては基本的にはインターネットを中心とする戦略でありますが、多くの顧
客からの要望に応えて平成12年8月にはNTTドコモの携帯電話サービス「iモード」を利用した株式注文
受付サービスを開始する予定であります。 
 口座数につきましては、平成12年7月は当社の新規公開株式の販売が牽引役となり、1万超の口座が
新規に開設されました。平成12年8月以降は従来のペースで伸びるものと予想しております。 
 
 株式の委託売買業務は、口座数に応じて増加が見込まれるものの株式相場の影響も少なからず受け
るものと予想しております。一方、株式の引受業務は、今後ともIT関連企業の新規公開株式を中心に
取り組んでいく予定でおります。 
 投資信託につきましては、証券会社として当社のみが取扱っている追加型株式投資信託「マネック
ス・日本成長株ファンド（愛称 ザ・ファンド＠マネックス）」を平成12年7月に設定いたしました。
当初募集状況も順調で、今後の設定残高の伸びが期待されます。また、運用資産規模世界第2位である
米国のバンガード・グループが販売する外国投資信託について、当社が日本における代行機関となる
契約を締結し、さらに平成12年8月にはインデックスファンドの販売を開始する予定である他、投資信
託の販売業務を積極的に展開する方針であります。 
 
 当社の発行する株式は、平成12年8月に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。これにと
もなう公開費用については、第１四半期に計上した42百万円に加え、第２四半期以降に数千万円を計
上する予定であります。 
 
設備投資について 
 当社は、平成12年4月に東京証券取引所の正会員となりましたが、平成12年8月末までには東京証券
取引所への注文を直結するシステムを完成する予定でおります。このシステムには約2億円の投資が必
要となりますが、全額リース契約の予定であります。 
 これによるリース料の支払いが増加する一方で、取次証券会社に支払う手数料が減少することとな
ります。 
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４．四半期貸借対照表及び損益計算書並びに注記事項 
第１四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の第１四半期財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号）第38条および第57条の規定に準じ「証券会社に関する総理府令」（平成10年総理府令・大蔵省令第32

号）および「証券業経理の統一について」（昭和49年11月14日日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成して

おります。 

 

     (1)四半期貸借対照表 

 （単位：千円） 

当四半期末 
（平成12年６月30日現在） 

前事業年度末 
（平成12年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （資産の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産      

１． 現 金 ・ 預 金  5,115,352  4,889,882  

２． 預 け 金 ※2 189,220  129,442  

３． 募 集 等 払 込 金  23,220  46,750  

４． 前 払 費 用 ※2 21,390  37,695  

５． 未 収 収 益  45,814  9,223  

６． トレーディング商品  663  －  

(1) 商品有価証券等  663  －  

７． 商 品 有 価 証 券  －  46  

８． そ の 他 ※2 28,131  43,040  

 流 動 資 産 合 計  5,423,793 91.0 5,156,082 90.6 

Ⅱ 固 定 資 産      

１． 有 形 固 定 資 産 ※1 2,173 0.0 1,631 0.0 

２． 無 形 固 定 資 産 ※2 199,513 3.3 209,634 3.7 

３． 投 資 等 ※2,3 334,508 5.6 326,376 5.7 

 固 定 資 産 合 計  536,195 9.0 537,642 9.4 

 資 産 合 計  5,959,989 100.0 5,693,724 100.0 
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 （単位：千円）

当四半期末 
（平成12年６月30日現在） 

前事業年度末 
（平成12年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （負債の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債      

１． 預 り 金  1,409,464  1,013,714  

２． 約 定 見 返 勘 定  116  －  

３． 未 払 費 用  362,490  248,274  

４． トレーディング商品  10  －  

(1) 派生商品評価勘定  10  －  

５． 未 払 法 人 税 等  405  1,348  

６． そ の 他  －  9  

 流 動 負 債 合 計  1,772,486 29.7 1,263,346 22.2 

Ⅱ 特別法上の準備金      

１． 証券取引責任準備金 ※4 23,675  10,752  

 特別法上の準備金合計  23,675 0.4 10,752 0.2 

 負 債 合 計  1,796,161 30.1 1,274,099 22.4 

 （資本の部）      

Ⅰ 資 本 金  3,551,264 59.6 3,550,000 62.3 

Ⅱ 資 本 準 備 金  1,676,650 28.1 1,676,650 29.4 

Ⅲ 欠 損 金      

１．四半期(当期)未処理損失  1,064,086   807,024  

 欠 損 金 合 計  1,064,086 △17.9  807,024 △14.2 

 資 本 合 計  4,163,827 69.9 4,419,625 77.6 

 負 債 ・ 資 本 合 計  5,959,989 100.0 5,693,724 100.0 
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      (2)四半期損益計算書 

 （単位：千円） 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成11年４月５日 
至 平成12年３月31日 

期  別 
 
 
科  目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

    ％  ％ 

Ⅰ 営 業 収 益      

１． 受 入 手 数 料  637,189  664,210  

(1) 委 託 手 数 料  587,048  577,081  

(2) 引受・売出手数料  5,760  －  

(3) 募集・売出しの取扱手数料  36,478  82,063  

(4) そ の 他  7,901  5,065  

２． その他の役務収益  8,564  21,174  

(1) 広 告 料 収 入  8,564  21,174  

３． トレーディング損益 ※1 11  －  

４． 金 融 収 益  1,605  6,191  

５． 売 買 等 損 益 ※2 －  △     109  

 営 業 収 益 計  647,370 100.0 691,467 100.0 

Ⅱ 営 業 費 用      

１． 販売費及び一般管理費  848,417  1,460,947  

２． 金 融 費 用  0  77  

 営 業 費 用 計  848,417 131.1 1,461,024 211.3 

 営 業 損 失  201,046 △ 31.1 769,556 △111.3 

Ⅲ 営 業 外 収 益  11,434 1.8 1,014 0.1 

１． 雑 益  11,434  1,014  

Ⅳ 営 業 外 費 用  54,122 8.4 26,381 3.8 

１． 公 開 費 用  42,678  －  

２． 新 株 発 行 費  90  25,384  

３． 雑 損  11,353  996  

 経 常 損 失  243,734 △ 37.7 794,923 △115.0 

Ⅴ 特 別 損 失  12,922 2.0 10,752 1.6 

１． 証券取引責任準備金繰入  12,922  10,752  

 税引前四半期(当期)純損失  256,657 △ 39.6 805,676 △116.5 

 法 人 税 等 ※3 405 0.1 1,348 0.2 

 四半期(当期)純損失  257,062 △ 39.7 807,024 △116.7 

 前 期 繰 越 損 失  807,024  －  

 四半期(当期)未処理損失  1,064,086  807,024  
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       四半期財務諸表作成の基本となる事項 

期  別 
 
項  目 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

１．特定取引勘定の評価基準および

評価方法 

 証券取引法第53条第1項の認可（平成12年3月

31日）を受けて、特定取引勘定を設置しており

ます。特定取引勘定に属する有価証券および財

産ならびに派生商品取引等の評価基準および評

価方法については、証券会社に関する命令第37

条および第42条の規定に基づき時価法を採用す

るとともに、約定基準で計上しております。 

 なお、四半期貸借対照表上「特定取引勘定」

は「トレーディング商品」、四半期損益計算書

上「特定取引損益」は「トレーディング損益」

とそれぞれ表示しております。 

２．特定取引勘定に属さない有価証

券の評価基準および評価方法 

 満期保有目的債券の評価基準および評価方法

は償却原価法によっております。 

３．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

 器具・備品については法人税法に規定する方

法と同一の基準による定率法によっておりま

す。 

(2)無形固定資産 

 営業権については、商法の規定する最長期間

（5年間）にわたり均等償却しております。 

 自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。 

４．繰延資産の処理方法  新株発行費については、支出時に全額費用と

して処理しております。 

５．特別法上の準備金の計上基準   証券取引責任準備金は、証券事故による損失

に備えるため、証券取引法第51条の規定に基づ

き「証券会社に関する命令」第35条に定めると

ころにより算出した額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

７．その他四半期財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式

によっております。 

 なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相

殺の上、流動資産の「その他」に計上しており

ます。 
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      追加情報 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

１．当期から有価証券等の取引実態をより適正に反映した財務諸表を作成することを

目的として、証券取引法第53条第1項の認可（平成12年3月31日）を受けて、特定

取引勘定を設置しております。 

(1) 主な改訂内容 

① 特定取引勘定に属する有価証券および財産の評価基準および評価方法 

 従来、取引所に上場されている有価証券については移動平均法に基づく低価

法（洗替え方式）、その他の有価証券については移動平均法に基づく原価法に

より評価しておりましたが、特定取引勘定（「トレーディング商品」）に属す

る有価証券および財産については、時価法を採用するとともに、約定基準で計

上することとなりました。 

 これに伴い、従来「商品有価証券」に含めていた有価証券を資産の部「ト

レーディング商品」の「商品有価証券等」に含めております。また、「売買等

損益」に含まれていた有価証券の売買に係る売買損益は、「トレーディング損

益」に含めております。 

② 特定取引勘定に属する派生商品取引の評価基準および評価方法 

 従来、派生商品取引に係る決済損益については受渡基準で計上しておりまし

たが、特定取引勘定に属する派生商品取引については、時価法を採用するとと

もに、約定基準で計上することとなりました。 

 これに伴い、従来「金融収益」に含まれていた外国通貨に係る取引の実現損

益を「トレーディング損益」に含めております。 

 また、従来計上しておりませんでした、これらの取引に係るみなし決済損益

について「トレーディング商品」の「派生商品評価勘定」および「トレーディ

ング損益」にそれぞれ計上しております。 

③約定見返勘定の計上方法 

 トレーディング商品を約定基準で認識することに伴い、約定基準で発生した

トレーディングに係る受渡代金相当額および決済損益等相当額について、受渡

日が到来するまでの間、借方と貸方の残高を全額相殺して、資産の部または負

債の部のいずれかの「約定見返勘定」に計上しております。 

④受入手数料の計上基準 

 従来「委託手数料」については受渡基準を採用しておりましたが、約定基準

を採用することとなりました。 

 従来「募集・売出しの取扱手数料」については、払込日または売出期間の最

終日に計上しておりましたが、募集申込日に計上することとなりました。 

(2) 損益への影響額 

 当期から特定取引勘定を設置したことにより、前期末の評価損益およびみなし

決済損益並びに前期末の約定基準に基づく受入手数料は当期において一括計上し

ております。 

 これらの変更により、従来と同一の基準によって場合に比べ、受入手数料は

36,710千円増加、トレーディング損益は1千円増加、四半期経常損失は36,711千円

減少、税引前四半期純損失は同額減少しております。 

２．金融商品会計 

 当四半期会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設

定に関する意見書」（平成11年1月22日企業会計審議会））を適用しております。な

お、これに伴う影響額は僅少であります。 
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    注記事項 

     （貸借対照表関係） 

当四半期末 
（平成12年６月30日現在） 

前事業年度末 
（平成12年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

           480 千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

           302 千円 

※２．平成12年4月1日加入の東京証券取引

所の会員権取得に係る費用654,569千

円について、払込期日が当期中で

あったことにより支払を行っており

ます。 

内訳は以下のとおりです。 

預   け   金 122,270 千円 

前 払 費 用   1,050 千円 

流動資産のその他  10,149 千円 

無 形 固 定 資 産 202,990 千円 

投   資   等 318,110 千円 

※３．後納郵便の担保として供している資

産は次のとおりであります。 

    投資等（投資有価証券） 9,582 千円 

 

※４．証券取引責任準備金は証券取引法第

51条に基づき計上しております。 

※４．証券取引責任準備金は証券取引法第

51条に基づき計上しております。 
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     （損益計算書関係） 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成11年４月５日 
至 平成12年３月31日 

※１．トレーディング損益の内訳 

     実現損益  評価損益     計 
       千円   千円   千円 
株券等   △ 1,486       11   △1,475 

為替等      1,497   △  10     1,487 

 計          10        1        11 

 

※２．売買等損益の内訳 
             千円 

株  券    △  260  

受益証券        150  

  計     △  109  

※３．法人税等は住民税均等割額でありま

す。 

※３．法人税等は住民税均等割額でありま

す。 

 ４．減価償却実施額は以下のとおりであ

ります。 

有形固定資産    177 千円 

無形固定資産 10,471 千円 

投   資   等     50 千円 

 ４．減価償却実施額は以下のとおりであ

ります。 

有形固定資産    302 千円 

無形固定資産    763 千円 

投   資   等    133 千円 
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      （リース取引関係） 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月５日 
至 平成12年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び四半期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 器具・備品  器具・備品 

取 得 価 額 相 当 額 2,483,495 千円 取 得 価 額 相 当 額 1,899,547 千円 

減価償却累計額相当額   252,516 減価償却累計額相当額   147,789 

四半期末残高相当額 2,230,978 期 末 残 高 相 当 額 1,751,758 

 

２．未経過リース料四半期末残高相当額 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 器具・備品  器具・備品 

１ 年 内   467,110 千円 １ 年 内   356,498 千円 

１ 年 超 1,785,868 １ 年 超 1,409,090 

合 計 2,252,978 合 計 1,765,588 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料 115,505千円 支 払 リ ー ス 料 161,409千円 

減価償却費相当額 104,727千円 減価償却費相当額 147,789千円 

支 払 利 息 相 当 額  18,949千円 支 払 利 息 相 当 額  27,450千円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 
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（有価証券関係） 

当四半期会計期間(自平成12年４月１日 至平成12年６月30日) 

 

 前事業年度に係る「有価証券の時価等」については、（有価証券の時価等関係）として記載しております。 

 

有 価 証 券 

   満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    四半期貸借対照表計上額  時  価  差  額  

 (1) 国 債 ・ 地 方 債 等  9,582 千円  9,531 千円  △    51 千円  

 (2) 社 債  －  －  －  

 (3) そ の 他  －  －  －  

 合   計  9,582 千円  9,531 千円  △    51 千円  

 

 

 

（有価証券の時価等関係） 

有 価 証 券 の 時 価 等 （単位：千円）

前事業年度 
（平成12年３月31日現在） 種 類 

貸 借 対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    

株式 － － － 

債券 － － － 

その他 46 48 1 

小計 46 48 1 

固定資産に属するもの    

株式 － － － 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計 46 48 1 

 （注）時価の算定方法は次のとおりであります。 

 非上場の証券投資信託の受益証券 ：基準価格 
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（デリバティブ取引関係） 

 

当四半期会計期間(自平成12年４月１日 至平成12年６月30日) 

１．トレーディングに係るもの 

(1) 取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

 当社の為替予約取引は、外貨建有価証券売買に伴う実需のある取引のみを行っております。 

(3) 取引の利用目的 

 当社の為替予約取引は、顧客の外貨建有価証券売買に伴う為替レート決定時点と、実際にその代金を海外と送

受金を行う時点にずれがあるために、為替変動のリスク軽減のために利用しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 顧客の外貨建有価証券買付については、現金、ＭＲＦもしくはＭＭＦという安全性の高い有価証券を保有して

いない限り約定を行わないため、有価証券代金が不履行となるリスクは限りなく低いと認識しております。 

 また為替予約は、信用度の高い銀行とのみ取引を行っておりますので、契約不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

 業務部で為替予約の必要額を集計し、経理部にて実需に基づく取引であることを確認しております。 

 また、計数的なリスク管理はリスク管理規程に従い、証券会社の自己資本規制比率に関する命令によって係数

を経理部にて算定しております。なお、係数は毎月開催される取締役会に報告しております。 

 

トレーディングの契約額等および時価の状況 

 

通貨関連 （単位：千円）

  当四半期末（平成12年６月30日現在） 

区  分 種 類  

  
契 約 額 等 

うち１年超 
時 価 

 為替予約取引    

売建    

 米ドル 33,295     － 33,275 
市場取引以 
外 の 取 引 

買建    

  米ドル 29,748     － 29,717 

(注)1. 時価は取引先金融機関から提示された先物相場、およびその相場を基礎に算定した時価を使用して

おります。 

  2. みなし決済損益を貸借対照表に計上しておりますので、評価損益は記載しておりません。 

 

２．トレーディングに係るもの以外 

  該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引関係） 

Ⅰ 取引の状況に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 （単位：千円）

  前事業年度末（平成12年３月31日現在） 

区  分 種 類  

  
契 約 額 等 

うち１年超 
時 価 評 価 損 益 

 為替予約取引     

売建     

 米ドル 10,637     － 10,655 △   17 
市場取引以 
外 の 取 引 

買建     

  米ドル 10,583     － 10,655 72 

 （注）時価の算定方法 

期末の時価は取引先金融機関から提示された先物相場を使用しております。 

前事業年度 
自 平成12年４月５日 
至 平成12年３月31日 

１．取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約取

引であります。 

２．取引に対する取組方針 

 当社の為替予約取引は、外貨建有価証券売買に伴う実

需のある取引のみを行っております。 

３．取引の利用目的 

 当社の為替予約取引は、顧客の外貨建有価証券売買に

伴う為替レート決定時点と、実際にその代金を海外と送

受金を行う時点にずれがあるために、為替変動のリスク

軽減のために利用しております。 

４．取引に係るリスクの内容 

 顧客の外貨建有価証券買付については、現金、ＭＲＦ

もしくはＭＭＦという安全性の高い有価証券を保有して

いない限り約定を行わないため、有価証券代金が不履行

となるリスクは限りなく低いと認識しております。 

 また為替予約は、信用度の高い銀行とのみ取引を行っ

ておりますので、契約不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しております。 

５．取引に係るリスク管理体制 

 業務部で為替予約の必要額を集計し、経理部にて実需

に基づく取引であることを確認しております。 

 また、計数的なリスク管理はリスク管理規程に従い、

証券会社の自己資本規制比率に関する命令によって係数

を経理部にて算定し、コンプライアンス部に対して、毎

月報告しております。 
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（持分法損益等） 

当四半期会計期間（自平成12年４月１日 至平成12年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度（自平成11年４月５日 至平成12年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月５日 
至 平成12年３月31日 

１株当たり純資産額 3,241円81銭 １株当たり純資産額 220,221円51銭 

１株当たり四半期純損失 200円13銭 １株当たり当期純損失 62,169円67銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、商法第280条ノ

19第2項に基づく新株引受権（ストックオ

プション）の付与がなされております

が、１株当たり四半期純損失が計上され

ているため記載しておりません。 

 

(注) 平成12年5月18日、平成12年6月8日

および平成12年6月27日付をもって、

1株当たり発行価格1円の新株発行

（株主割当）をそれぞれ行いまし

た。 

 これらの株主割当は、期首に行わ

れたものとして、1株当たり四半期純

損失を計算しております。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、商法第280条ノ19第2

項に基づく新株引受権（ストックオプショ

ン）の付与がなされておりますが、１株当

たり当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 
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（重要な後発事象） 

当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月５日 
至 平成12年３月31日 

 平成12年7月7日および平成12年7月14日開催の取締役

会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成

12年8月3日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成12年8月4日付で資本金は6,101,264千

円、発行済株式総数は1,434,416株となっております。 

 

(1)募集方法： 

   一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

(2)発行する株式の種類及び数： 

   無額面普通株式150,000株 

(3)発行価格：1株につき45,000円 

   一般募集はこの価格にて行いました。 

(4)引受価額：1株につき41,850円 

この価額は当社が引受人より1株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。なお、発

行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。 

１． 当社は、平成12年5月2日開催の臨時株主総会の決

議に基づき、当社の取締役及び従業員に対し、商法

第280条ノ19第2項の規定に基づき、新株引受権（ス

トックオプション）の付与を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)発行価額：1株につき34,000円 

     （資本組入額17,000円） 

(6)発行価額の総額：5,100,000千円 

(7)払込金額の総額：6,277,500千円 

(8)資本組入額の総額：2,550,000千円 

(9)払込期日：平成12年8月3日 

(10)配当起算日：平成12年4月1日 

(11)資金の使途： 

   引受業務拡大に必要な自己資本の充実。 

２． 当社は、平成12年4月24日開催の臨時株主総会に

おいて、有償株主割当による新株式発行の決議を行

いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 当社は、平成12年5月18日開催の臨時株主総会に

おいて、有償株主割当による新株式発行の決議を行

いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株 式 の 種 類 無 額 面 普 通 株 式 

新株発行の予定数 ①  232株 
②   26株 

発 行 価 額 1株につき 2,500,000円 

資 本 組 入 額 1株につき 1,250,000円 

発 行 価 額 の 総 額      645,000,000円 

資本組入額の総額      322,500,000円 

取 得 者 当社取締役及び従業員 

① 
発 行 予 定 期 間 

② 

平成14年５月４日から 
平成22年５月１日まで 
平成14年５月４日から 
平成17年５月３日まで 

 

発 行 新 株 式 無額面普通株式  60,207株 

発 行 価 額      1株につき  1円 

資 本 組 入 額      1株につき  1円 

発 行 価 額 の 総 額          60,207円 

資本組入額の総額          60,207円 

新 株 式 発 行 日 平成12年5月18日 

 

発 行 新 株 式 無額面普通株式   240,828株

発 行 価 額 　　　　　1株につき　　1円

資 本 組 入 額 　　　　　1株につき　　1円

発 行 価 額 の 総 額 　　　　　　　　 240,828円

資本組入額の総額 　　　　　　　　 240,828円

新 株 式 発 行 日 平成12年6月8日
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当四半期会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年６月30日 

前事業年度 
自 平成11年４月５日 
至 平成12年３月31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 当社は、平成12年6月8日開催の臨時株主総会にお

いて、有償株主割当による新株式発行の決議を行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ２．３．４．における新株式の配当起算日はすべ 

 て平成12年4月1日であります。 

 

発 行 新 株 式 無額面普通株式   963,312株 

発 行 価 額      1株につき  1円 

資 本 組 入 額      1株につき  1円 

発 行 価 額 の 総 額          963,312円 

資本組入額の総額          963,312円 

新 株 式 発 行 日 平成12年6月27日 
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18

平成13年3月期 第１四半期業績状況資料 
 

(1)有価証券の売買等 

①株式受託金額 

   （単位：百万円)

 当 四 半 期 前 期 

インターネット取引 297,821 (  98.2 % ) 293,268 (  97.0 % ) 

電 話 取 引 5,443 (   1.8 % ) 9,068 (   3.0 % ) 

合    計 303,335 ( 100.0 % ) 302,336 ( 100.0 % ) 

    ( )内は構成比 

 

②外国投資信託受託金額（外貨建ＭＭＦを除く） 

 （単位：百万円) 

当 四 半 期 前 期 

106 202 

 

(2)有価証券の引受等 

①株式 

  （単位：百万円) 

 当 四 半 期 前 期 

引 受 高 120 － 

募 集 の 取 扱 高 84 － 

 

②受益証券（ＭＲＦ、ＭＭＦを除く） 

  （単位：百万円) 

 当 四 半 期 前 期 

株式型投資信託 2,296 3,572 

公社債型投資信託 335 756 

募
集
の
取
扱
高 合    計 2,631 4,328 

 

(3)預り資産 

  （単位：億円)

 当四半期末 前 期 末 

株 券 1,510 1,021 

株式型投資信託 38 27 内国有価証券 
受益証券 

公社債型投資信託 367 244 

外国有価証券 受 益 証 券 11 5 

顧 客 か ら の 預 り 金 11 7 

合    計 1,938 1,306 

 

(4)広告取扱業務 

  （単位：件) 

 当 四 半 期 前 期 

バ ナ ー 広 告 4 7 

 



 

－  － 
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(5)自己資本規制比率 

    （単位：千円) 

   当四半期末 前 期 末 

基 本 的 項 目 資 本 合 計 (A) 4,163,827 4,419,625 

証 券 取 引 責 任 準 備 金  23,675 10,752 

貸 倒 引 当 金  － － 
有価証券評価損益のうち 
補完的項目に算入する額 

 △     51 2 
補 完 的 項 目 

計 (B) 23,623 10,754 

控 除 資 産  (C) 737,784 707,758 

控除後自己資本 (A)+(B)-(C) (D) 3,449,666 3,722,621 

市 場 リ ス ク 相 当 額  662 53 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額  13,944 247 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額  389,816 296,976 
リ ス ク 相 当 額 

計 (E) 404,423 297,277 

自己資本規制比率 (D)÷(E)×100  852.9% 1,252.2% 

(注) 上記は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する命令」の定めによ 

   り算出したものであります。 

 

(6)従業員数 

 

  （単位：人) 

 当四半期末 前 期 末 

合 計 45 36 

(うちマネックスダイヤル) (        16 ) (      16 ) 

 



 

－  － 
 

 

20

参考資料 
 

前期 

        年月 
 項目 

平成11年10月 平成11年11月 平成11年12月 平成12年１月 平成12年２月 平成12年３月 

口 座 数 ［ 月 末 ］ 
（ 単 位 ： 口 座 ） 

14,638 24,376 33,676 39,442 45,691 51,310 

１日平均株式注文件数 
( 単 位 ： 件 ) 

1,452 5,446 7,221 9,854 11,475 14,256 

1日の平均株式約定件数 
（ 単 位 ： 件 ） 

573 2,168 2,511 3,490 4,230 5,172 

株式1約定当たり売買代金 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

671 772 794 831 849 810 

１日平均投資信託注文件数 
（ Ｍ Ｒ Ｆ を 除 く ） 
（ 単 位 ： 件 ） 

50 150 255 283 281 274 

預かり資産［月末］ 
（ 単 位 ： 億 円 ） 

165 429 661 890 1,141 1,306 

１月のホームページ閲覧回数 
（ 単 位 ： 百 万 回 ） 

－ － 6.2 7.7 9.1 13.9 

 

当期 

        年月 
 項目 

平成12年４月 平成12年５月 平成12年６月 平成12年７月   

口 座 数 ［ 月 末 ］ 
（ 単 位 ： 口 座 ） 

56,594 63,417 69,056 79,488   

１日平均株式注文件数 
( 単 位 ： 件 ) 

16,910 16,900 19,581 19,287   

1日の平均株式約定件数 
（ 単 位 ： 件 ） 

5,725 5,571 6,504 6,866   

株式1約定当たり売買代金 
（ 単 位 ： 千 円 ） 

831 849 793 800   

１日平均投資信託注文件数 
（ Ｍ Ｒ Ｆ を 除 く ） 
（ 単 位 ： 件 ） 

286 284 264 426   

預かり資産［月末］ 
（ 単 位 ： 億 円 ） 

1,440 1,618 1,938 2,061   

１月のホームページ閲覧回数 
（ 単 位 ： 百 万 回 ） 

13.8 14.6 17.4 16.9   
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